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◇ 大学評価・学位授与機構が行う大学評価

○大学評価 学位授与機構が行う大学評価について・

１ 評価の目的
大学評価・学位授与機構（以下「機構 ）が実施する」
評価は，大学及び大学共同利用機関（以下「大学等 ）」
が競争的環境の中で個性が輝く機関として一層発展する
よう，大学等の教育研究活動等の状況や成果を多面的に
評価することにより，①その教育研究活動等の改善に役
立てるとともに，②評価結果を社会に公表することによ
り 公共的機関としての大学等の諸活動について，広く,
国民の理解と支持が得られるよう支援・促進していくこ
とを目的としている。

２ 評価の区分
機構の実施する評価は，平成 年度中の着手までを14

12段階的実施 試行 期間としており 今回報告する平成（ ） ，
年度着手分については，以下の 区分で，記載のテーマ3
及び分野で実施した。
① 全学テーマ別評価（ 教育サービス面における社「
会貢献 ）」

（「 」 「 （ ）」）② 分野別教育評価 理学系 医学系 医学,
（「 」 「 （ ）」）③ 分野別研究評価 理学系 医学系 医学,

３ 目的及び目標に即した評価
機構の実施する評価は，大学等の個性や特色が十二分
に発揮できるよう，当該大学等の設定した目的及び目標
に即して行うことを基本原則としている。そのため，大
学等の設置の趣旨，歴史や伝統，人的・物的条件，地理
的条件，将来計画などを考慮して，明確かつ具体的な目
的及び目標が設定されることを前提とした。

分野別研究評価「理学系」について○

１ 評価の対象組織及び内容
このたびの評価は，設置者（文部科学省）から要請の

（ 「 」）あった 大学及び 大学共同利用機関 以下 対象組織5 1
を対象に実施した。
， ，評価は 対象組織の現在の研究活動等の状況について

原則として過去 年間の状況の分析を通じて，次の 項5 5
目の項目別評価により実施した。
) 研究体制及び研究支援体制1
) 諸施策及び諸機能の達成状況2
) 研究内容及び水準3
) 社会（社会・経済・文化）的貢献4
) 研究の質の向上及び改善のためのシステム5

２ 評価のプロセス
① 対象組織においては，機構の示す要項に基づき自
己評価を行い，自己評価書を機構に提出した。
② 機構においては，専門委員会の下に評価チームと
部会（後記研究水準等の判定を担当）を編成し，自

己評価書の書面調査及びヒアリングの結果を踏まえ
， ，て評価を行い その結果を専門委員会で取りまとめ

後記３の｢Ⅴ 意見の申立て」を経た上で，大学評価
委員会で最終的な評価結果を確定した。

３ 本報告書の内容
及び は，｢Ⅰ 対象組織の現況｣ ｢Ⅱ 研究目的及び目標｣

対象組織から提出された自己評価書から転載している。
は，前記１の )， )及び )の評価項｢Ⅲ 評価結果」 1 2 5

目については，特記すべき点を「特色ある取組・優れた
点」と「改善を要する点・ 問題点」として記述してい
る。また，当該項目の水準を「貢献（達成又は機能）の
状況（水準 」として，以下の4種類の「水準を分かりや）
すく示す記述」を用いている。なお，これらの水準は，
対象組織の設定した目的及び目標に対するものであり，
相対比較することは意味を持たない。
・ 十分貢献（達成又は機能）している。
・ おおむね貢献（達成又は機能）しているが，改善
の余地もある。
・ ある程度貢献（達成又は機能）しているが，改善
の必要がある。

（ ），・ 貢献しておらず 達成又は整備が不十分であり
大幅な改善の必要がある。
また，前記１の3)及び4)の評価項目については，学問
的内容や社会的貢献の優れた点等を記述しているほか，
3)の評価項目においては，領域ごとの研究内容及び水準
の割合を示している。この割合は，教員個人の業績を複
数の評価者(関連分野の専門家)が，国際的な視点を踏ま
えつつ研究内容の質を重視して，客観的指標も適宜参考
活用する方針の下で判定した結果に基づくものであり，
専門委員会の判定基準は別添資料のとおりである。
なお，当初計画では，3)については研究内容及び水準
の判定結果を領域ごとに加え対象組織全体の割合を，4)
については社会的貢献度の判定結果の割合をそれぞれ示
すことにしていたが，別添資料記載の理由により，これ
らについては示さないことに変更した。さらに，構成員
が少数（１０人未満）の領域における判定結果について
も，研究者個人が特定される恐れがあるため，割合を示
さないことに変更した。
また，総合的評価については，各評価項目を通じた事
柄や全体を見たときに指摘できる事柄について評価を行
うこととしていたが，この評価に該当する事柄が得られ
なかったため，記述しないこととした。

は，評価結果を要約して示して｢Ⅳ 評価結果の概要」
いる。

は，評価結果に対す｢Ⅴ 意見の申立て及びその対応」
る意見の申立てがあった対象組織について，その内容と
それへの対応を示している。

４ 本報告書の公表
本報告書は，大学等及びその設置者に提供するととも
に，広く社会に公表している。

愛媛大学理学部
大学院理工学研究科
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Ⅰ 対象組織（機関）の現況

１ 組織（機関）の名称及び所在地( )
愛媛大学理学部（大学院理工学研究科の理学系を含
む ）は，愛媛県松山市文京町２番５号（郵便番号７。

９０－８５７７）に所在する。

２ 組織（機関）の学生数( )
（平成１３年５月１日現在）

①学部学生

入学定員２２５人（数理科学科５０，物質理学
科９５，生物地球圏科学科８０）

総定員９００人

在籍学生数９９０人

②大学院理工学研究科（博士前期課程 （理学系３）
専攻のみ掲載）

入学定員６６人（数理科学専攻１４，物質理学

専攻２８，生物地球圏科学専攻２４）
総定員１３２人

在籍学生数１３６人

③大学院理工学研究科（博士後期課程 （理学系１）

専攻のみ掲載）
入学定員８人（環境科学専攻）

総定員２４人

在籍学生数４２人

(３) 組織（機関）の教員数

①定員７７人

（教授４１，助教授２４，助手１２）
②現員７４人

（教授３０，助教授２４，講師４，助手１６）

③ その他に，学内共同教育研究施設である「機器

分析センター」の３人 「沿岸環境科学研究セン，
ター」の４人及び「地球深部ダイナミクス研究セ

ンター」の４人の教員から学部及び大学院の教育

について協力を得ており，また，連携して研究を
推進している。

なお，大学院理工学研究科（博士後期課程）理

学系専攻である「環境科学専攻」の教育について

は，工学系（工学部所属）教員８人の協力も得て
実施している。

愛媛大学理学部
大学院理工学研究科
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愛媛大学理学部
大学院理工学研究科

Ⅱ 研究目的及び目標

１．研究目的

愛媛大学理学部および理工学研究科理学系における研
究の目的は，自然とその変化の科学的解析と総合に基づ

き課題を発見・解決し，その成果を世界に発信すること

により人類の未来に貢献することである。また，より本

質的な自然認識に迫る研究を各教員が意識的に追求し，
その研究内容と成果を学部内外で交流することによっ

て，広い科学的視野をもち，主体的な研究能力をもった

学部学生と大学院生を育てる。地域に対しては，教員が

先端的な研究活動を通じて得た自然の解析と総合の成
果，およびその背景にある科学的思考方法を発信するこ

とにより，人類の置かれている自然についての共通認識

を広げる。
研究分野としては，論理体系の可能性に関する科学で

， ，ある数理科学 宇宙を構成する物質の科学である物理学

原子・分子の相互作用の科学である化学，生命体および

生命のシステムの科学である生物学，地球の構造と変遷
の科学である地球科学の５分野を中心とする。これらの

分野のうち，従来，成果が蓄積されてきた研究領域につ

いて，国際的に評価される研究や独創性の高い研究を推

進するとともに，境界領域や複合領域の研究プロジェク
ト，学部や大学の枠を越えた研究プロジェクトを推進す

る。さらに，地球上の自然を人類が改変しつつある現状

をふまえ，人類を含む生命体が自然と共生してゆく方策
を探るための基礎研究を行う。

２．研究目標 組織（機関）

①研究目的に示した研究諸分野において，国内的にまた

国際的に優れた研究機関としての評価を高める。

②研究の質の向上のために，科学研究費等競争的外部資
金の導入額を増大させる。

③それぞれの研究分野における研究発表を公開し，分野

間での交流を推進する。また，学内共同研究施設との研
究交流を推進する。

④それぞれの分野における国際的研究交流を促進する。

⑤人類を含む生命体が自然と共生してゆく方策を探ると

いう研究目的に対し，各研究グループの研究が長期的に
どのように寄与できるのか，研究の位置づけを明確にす

るとともに，必要に応じて新たな研究グループを発足さ

せる。

⑥当面，理学部における「基礎環境科学」分野の研究プ

ロジェクト（ 総合研究棟」で実施予定）を推進する。「

⑦研究機関としての評価を高め，大学院生の教育内容を
高めうる卓越した研究者を採用できるよう，研究環境を

整備する。

⑧優れた研究成果をあげつつある研究グループのさらな
る発展を保障できるよう，研究環境を整備する。

⑨大学院生に対する研究指導の質を向上させるための体

制を整備する。

⑩各研究領域における研究成果を地域，日本，世界に常
時公開し，発信する。また，愛媛県をはじめとする四国

の行政機関・教育機関と連携し，住民や小・中・高の学

校生徒・教員に最新の研究成果と研究の考え方を分かり

やすく発信するとともに，自然および自然科学に関係す
る質問などに応えうる体制を作る。

３．研究目標 領 域

①数理科学系分野

数学は純粋理論と基礎科学の２つの面をもっている。
純粋理論としては数千年の永い歴史をもち，論理性と普

遍性を特徴とする美しく壮大な理論体系が築かれてお

り，また，これからもさらに精緻で美しい体系が築かれ

ていくであろう。基礎科学としては現在の科学技術・情
報化社会を根底から支える役割を果たしてきたが，今後

も数学の知識および数学的思考法が様々な学問領域にお

いて広汎に応用されるであろう。
数理科学科は，構造数理学・解析数理学・情報数理学

の３つの大講座から成り，教官の研究分野は代数学，幾

何学，解析学，応用数学，情報数学と広範囲の数理・情

報科学分野にわたっている。研究は，学問の性格上，主
として，個人の単独研究あるいは数人での共同研究とし

て行われている （情報分野においては，個人レベルの。

研究とは別に，多人数の巨大プロジェクトに参画してい

る人もいる ）。
数理科学科の教官配置は特定の研究分野に偏らないバ

ランスのとれた構成とし，各々の教官は群論，整数論，

位相空間論，微分幾何学，微分方程式論，力学系，確率
論，数値解析，情報科学などの分野において理論の進展

に貢献することを研究目的とする。

上記の研究目的の達成のため，主として以下のことを

目標とする。１各々の教員は，国際誌（国内発行のも)
のを含む ）に論文を掲載するとともに，国内外の学会。

・研究集会などで研究成果を発表する。また，質の高い

研究活動のために，各種研究活動に参加し，国内他大学

・他研究機関の研究者および外国の研究者との共同研究
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愛媛大学理学部
大学院理工学研究科

を行う。２ 数理科学教室として「数学談話会」を開催)
し，研究活動の一層の活性化を図る。

②物理学系分野

物理学の各分野における研究では，地道で継続性があ

り，息が長く，しっかりとした手法が求められている。
従って，自然現象と法則に対する強い興味と畏敬の念な

しには研究が成り立たない。しかも，多くの事例が示し

ているように，物理学の研究の成果はずっと先になって
社会に貢献し生活に必要なものとなっている。

目標は以下のとおりである。

１）世界的な学術誌で評価に値する特色ある研究成果を

あげてゆく。
２）プロジェクト研究となる研究の芽を育てる。

３）学内外に向けて様々な形で発表される研究の成果が

次の世を担う若者たちに生き生きとした夢と興味と希

望を与え続けられるようにする。
４）物理学の研究と教育は表裏一体のものであり，これ

らは相互に有機的に機能しなければならない。この観

点に立って教官配置が行われ，教育体系が構築される
ようにする。

以上の事を中心に基礎科学の根幹である物理学研究の

場が絶えず活発であり続ける努力を行っている。

物質理学科・物理学系では限られた定員のなかで，量
子物理学，物性物理学，電磁物理学，応用物理学，凝縮

系物質学，応用分光学，宇宙物理学の部門に教員が配置

され，目標を達成できるよう工夫されている。これらの

教員によって，原子核物理学，物性物理学，実験室プラ
ズマ，宇宙プラズマから宇宙物理学までの広い範囲の研

究と教育を推進する。また，現在も盛んに行われている

国内外の研究機関との研究交流をさらに促進し，研究の
活性化を図る。

③化学系分野

化学教室は，旧化学科時代より，化学教育と表裏一体
で研究活動を行ってきた。すなわち，教育に最小限必要

な領域をやっとカバーできる教員１２名の時期が長く続

き，その後，講座増と旧教養部からの分属により，現在

では１７名となった。また，機器分析センターの教員３
名と教育研究面で緊密な関係を保っている。このような

人的資源のもとで，１教員個々の独自性を発揮した研)
究の水準を高めること，２全構成員が一致協力して，)
研究の過程及び成果を学生・院生と共有することで人材

育成に努めるとともに，社会や地域に成果を発信・還元

することを目的に研究を進めてきた。今後もこれらを堅

持しつつ，３組織の枠を越えた，より総合的な研究や)
社会ニーズに応える研究の創生と育成，及び国際的な共

同研究の推進を目指す。

研究目的を実現するための体制として，物理化学系領

， ， ，域 有機及び無機化学系領域 機能・物性・材料系領域
生命科学系領域に数名ずつの教員を配置しており，次の

ようなテーマの研究を推進する。１ 物理化学系領域で)

は，環境問題にも通ずる燃焼反応や固体表面のガス吸着

及びクラスター科学，基礎化学としての内殻電子励起に
)よる選択的解離反応及び金属錯体の構造と電子状態 ２，

有機及び無機化学系領域では，新規な芳香族化合物及び

金属錯体の合成と反応解析，３機能・物性・材料系領)
域では，社会的ニーズも高い有機伝導性物質の合成と分

， ， ，子素子の開発 有機ラジカルの磁性 磁性伝導体の創製

４生命科学系領域では，タンパク質の分析法開発と系)
統分析，植物の塩及び高温ストレスに対する応答機構の
解明，生体関連抗酸化物質の活性構造相関と作用機序の

解明，生理活性物質の合成及び海産生物由来の生理活性

物質の探索と活性評価。

④生物学系分野

生物学系では，１ これまでの研究分野の多様性を維)
持し，かつ，それぞれの研究の水準を高める，２ 「地)

)域に貢献する研究」に可能な限り取り組んでゆく，３
特色ある研究の創生をめざすことを主な目的として研究

を進める。研究を進めてゆくための研究体制は，生物学

， ， ，系メンバーの研究の内容 手法 協力体制等を考慮して
， 「 」，大きく２つの組織に分け それぞれ 生物機能の解析

「生物と環境および生物間の相互関係の解析」を目的と

した研究を行う。さらに，これらの組織を機能的に働か

せるために，メンバーの専門と研究経歴を配慮してそれ
ぞれいくつかの研究グループをつくり，共通の課題のも

とで，研究をすすめる。これまでの伝統を踏まえて，基

礎的研究を充実発展させることに重点を置きつつ，地域

への貢献が見込まれるものを組み込み，基礎的研究の成
果を応用的研究に反映させることを目指している。

研究目的を機能的に遂行するために 「生物機能の解，

」 ， ，析 を目的とする組織には ４つの研究グループを置き
それぞれ次のテーマのもとに研究を行う。 １ 植物の成)

) )長と形態形成，２植物や微生物の適応的応答機構，３

動物の受精と初期発生における形態形成，４ 昆虫の行)
動生理および遺伝学的研究。また 「生物と環境および，
生物間の相互関係の解析」を目的とする組織には，愛媛

大学沿岸環境科学 センター教員の協力の下で２つの研究

研究グループを置き，それぞれ以下のテーマのもとで研

究をすすめる。１水域生態系の構造と機能の解析：生)
物の相互作用および物質循環，２ 水域に生息する動物)
を対象とした行動生態学：動物の社会および行動の進

化。

⑤地球科学系分野

１９７７年に地球科学教室が設立されて以来，我々は

， ，４５億年悠久の歴史的産物である地球の組成 物質循環
環境構造に関する基本法則と，その変化発展法則の解明

を目指してきた １９９７年の理学部改組を期に フィー。 ，

ルド系と実験系の二方向からのアプローチが融合できる

ように，研究教育組織を地質科学，岩石鉱物科学，地球
物理科学の三分野のグループに再編成した。我々は沿岸

環境科学研究センター（１９９９年４月設立）と地球深
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部ダイナミクス研究センター（２００１年４月設立）と

の緊密な連携のもとに，応用科学的側面と基礎科学的側
面から新しい地球観の創出を目指している。

１）地質科学研究グループは，旧来の堆積学，地層学，

地史学，古生物学の分野を研究対象にし，海域や湖水

域の古環境や海底生態系の変遷史および生物進化など
の解明を研究目標としている。

２）岩石鉱物科学研究グループは，旧来の岩石学，鉱物

学，構造地質学，地球化学の分野を研究対象にし，大
陸地殻や付加体の造構運動や形成条件，地殻やマント

ル物質と流体の相互作用やその生成過程などの解明を

研究目標としている。

３）地球物理科学研究グループは，旧来の地震学，測地
， ， ，学 固体地球物理学 宇宙化学の分野を研究対象にし

地球深部の構造，物質構成およびその物理学的性質，

創世期地球の物理化学条件などの解明を研究目標とし

ている。
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Ⅲ 評価結果

１．研究体制及び研究支援体制

ここでは，対象組織における「研究体制及び研究支援

体制」の整備状況やその体制の下で実施されている「諸
施策及び諸機能」の取組状況を評価し，特記すべき点を

「特色ある取組・ 優れた点 「改善を要する点・問題」，

点」として示し，研究目的及び目標の達成への貢献の程

度を「貢献の状況（水準 」として示している。）
， 「 」 ，なお ここでいう 諸施策及び諸機能 の例としては

学科・専攻の連携やプロジェクト研究の実施方策，装置

の開発，共同利用の推進，研究開発や研究支援に携わる

研究者・技術者の養成，研究資金の運用方策，人材発掘
・育成等が想定されている。

◇特色ある取組・優れた点
学内共同利用施設が有効に利用され，理学部教員の研

究支援に機能している。特に，機器分析センター，沿岸
環境科学 センター，地球深部ダイナミクス研究セン研究

ターが理学系教員の研究を基点として発足し，理学部及

び理工学研究科（理学系）全体の研究の質の向上に貢献
している。

機器分析センターは，大型科学機器を集中管理・維持

し全学に対してサービスを行っているが，特に物理学分

野，化学系分野の教育研究の発展に貢献している。
沿岸環境科学研究センターは，環境動態解析分野，生

態環境計測分野，生態系解析分野及び環境影響評価予測

分野の４部門から構成されている。これらのうち，生態

系解析分野及び環境影響評価予測分野の５名の教員が理
学部を併任している。

地球深部ダイナミクス研究センターは，超高圧分野，

地震分野，物性測定分野の３部門から構成されている。
構成メンバーのうち４名の教員が理学部の併任となって

いる。

この他，地域共同研究センター，遺伝子実験施設，ベ

ンチャービジネスラボラトリーなどが理学部及び理工学
研究科（理学系）の研究に貢献している。

後述の「改善を要する点・問新規教員人事について，
公募制によ題点」において言及する点は残っているが，

る人事が実施されていることは高く評価できる。

「基礎環境科学」研究グループの設置は，既存の学問
分野間で横断的な協力体制で環境問題に取り組もうとす

るプロジェクトであり，時機を得た方向性として高く評

価できる。

５年ごとに「教育・研究活動の歩み」を刊行し，定期

， ， ，的に研究概要 研究活動の記録 科学研究費の採択状況
国際交流の状況などをまとめ，学内外に公表している。

， ， ， ，また 平成１２年度には 組織・運営 教育への取組

研究活動，国際交流，社会との連携の５点について，外
部評価を実施し 『愛媛大学理学部外部評価報告書』を，

公表した。

上記の評価活動は，自己点検・評価委員会で恒常的に

行われており，研究成果の発信の体制が整っている。

◇改善を要する点・問題点
新規採用教員人事の公募制は高く評価できるが，学問

分野が固定し，分野の欠員を補充するという考え方が依

然として色濃く残っている。学問分野の発展に対応し，
さらに大学の個性と地域性をも反映させる教員人事を行

う工夫が必要である。

研究室・実験室等が５つの学問分野ごとの教員組織で

別々に管理されている。この管理方式は，それぞれの分

野における教育研究には最適であろうが，分野間での柔

軟な運用が不可欠であろう。新しい建物の建設の努力と
同時に，限られたスペースを有効に利用するために組,
織全体で調整する工夫が必要である。

理学系の教育問題検討委員会で理学教育の理念と方法
が検討されていることは明らかになった。しかし，今回

の評価が理学系を対象としていることが原因かもしれな

いが，工学系との境界領域の研究についての記述が「自
己評価書」にはみられない。理学系と工学系の融合によ

る新しい研究分野の開拓については，まだ明確なものが

みられない。理学系と工学系を横断的に統合した研究科

でこそ目指すことができる研究は何か，あるいはこのよ
うな研究科でしかできない研究は何か，という視点から

追求する努力が必要である。

◇貢献の状況（水準）
目的及び目標の達成におおむね貢献しているが，改善
の余地もある。
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２．諸施策及び諸機能の達成状況

ここでは，対象組織における「１．研究体制及び研究

支援体制」でいう「諸施策及び諸機能」の達成状況を評

価し，特記すべき点を「特色ある取組・優れた点 「改」，
善を要する点・問題点」として示し，研究目的及び目標

の達成の程度を「達成の状況（水準 」として示してい）

る。

◇特色ある取組・優れた点
機器分析センター，沿岸環境科学 センター，地球研究

深部ダイナミクス研究センターが有効に利用され，組織

的な研究交流を活発に行い，研究の活性化が図られてい
る。

機器分析センターは，学内共同利用施設であるが，理

， 。学部関係者の利用割合は 全体の３割近くに達している

機器分析センターに設置された機器を利用して，神経保
護物質の検索やこれらの物質の合成，薬木や海洋生物の

生産する有用物質の検索や構造決定，有機電導性物質や

有機電池の開発などの研究に多大に貢献している。

沿岸環境科学 センターは，学内共同教育研究施設研究
として，沿岸域の環境科学に関する研究及び教育を目的

として設立された。地域や地球規模の環境間題を，生物

学・地球科学の立場から研究し，成果をあげている。あ
わせて，地域社会の発展にも貢献している。

地球深部ダイナミクス研究センターは，理学部で活発

に研究を推進していた教員を中心にして，平成１３年４

月に設立された。地球深部の物質構成及びダイナミクス
に関する研究を総合的に展開している。芸予地震学術調

査など社会的貢献活動も活発に行われている。

研究をプロジェクトあるいはグループとして集約化す
る方向性は，本組織の現状を勘案すると評価できる。

「 」人類を含む生命体が自然と共生してゆく方策を探る

という研究目的に対して，研究グループによる研究が，
ある程度成果があがっている。

理学系各分野の研究プロジェクトを「基礎自然科学」

分野と「基礎環境科学」分野に大別し，グループ化する

取組は特筆すべきである。特に，生命体の地球上での長
期生存に関連する研究テーマを中心におく後者のプロジ

ェクトは，２１世紀の世界にとって重要な問題であり，

今後の発展を期待したい。

学部の枠を超えた協力体制，例えば，数学関係雑誌の

共同購入，学内施設の共同利用などが推進されている。

また，研究の活性化を図るために，国内外の他機関との
協力体制も構築されている。

◇改善を要する点・問題点
「各分野の研究成果を交流し，相互に自然認識を深め

る」という方向性は評価できる。しかしながら，具体的
には，化学系分野の工学系セミナーに理学系の教員・大

学院生が参加している程度で，まだ達成状況を評価でき

る段階ではない。大学院理工学研究科という組織を考え

ると，理学系と工学系の日常的な研究交流を計画するよ
うな工夫が必要である。

外部資金獲得のために教員全員が科学研究費を申請す

ることを推進すること自体は有効であり，その結果とし
。 ，て採択率は国立大学の平均より高いと判断できる また

奨学寄附金や産学連携等研究費の獲得も立地条件を勘案

すると評価できる。ただ，新規採用教員の研究室の立ち
上げ，活発な若手教員に対する援助，萌芽的研究の醸成

など，組織的に支援する努力が必要である。

国際交流については積極的に行われていると判断でき
る。しかし，国外での研究活動は活発であるが，留学生

・若手研究者の受け入れはもっと積極的に行う努力が必

要である。外国人研究者の受け入れは特定の分野に偏っ
ており，教員個人の努力に依存していることが窺える。

組織的な取組の工夫が必要である。

◇達成の状況(水準)
目的及び目標がおおむね達成されているが，改善の余
地もある。
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３．研究内容及び水準

， ，ここでは 対象組織における研究活動の状況を評価し

特記すべき点を「学問的内容及び水準の優れた点等につ

いて，設定された研究目的及び目標，教員の構成，組織
の置かれている諸条件に照らした記述」として示してい

。 ， ，る また 当該組織の研究活動の学問的内容及び水準を

教員及び研究グループの個別業績を基に国際的な視点を

踏まえて判定し，その結果を「個人及び研究グループの
業績の判定結果に基づく記述」として示している。

なお，ここでいう「研究活動」は，狭義の研究（基礎

研究，応用研究）にとどまらず，技術の創出，学術書，
教養書や教科書類の出版，政策形成等に資する調査報告

書の作成，総合雑誌などのジャーナリズム論文の発表を

含む対象組織における教員の創造活動全般を指してい

る。
また 「個人及び研究グループの業績の判定結果に基，

づく記述」で用いられている「卓越」とは，当該分野に

おいて国際的にも評価されうる非常に高い水準・内容で
あること 「優秀」とは，当該分野において高い水準・，

内容であること 「普通」とは，当該分野に十分貢献し，

ていること 「要努力」とは，当該分野に十分貢献して，

いるとはいえないことを，それぞれ意味する。
ただし，別添資料に示すとおり領域によって判定水準

に差異があることから，示された水準の割合を領域間で

相対的に比較することは意味を持たない。

◇学問的内容及び水準の優れた点等について，設

， ， （ ）定された目的及び目標 教員の構成 組織 機関

の置かれている諸条件に照らした記述
愛媛大学は，今回の評価対象機関の中で教員数は，最

小の規模である。また，本大学は四国内では最も総合性

を備えた大学ではあるが，地理的条件には大きな制約が

ある。このような必ずしも恵まれたとは言い難い研究環
境下にあって，全般的に着実に研究成果があがっている

ものと判断できる。

科学研究費の採択率は全国平均より高く，奨学寄附金

や産学連携等研究費の獲得も立地条件を勘案すると努力
の成果がみられる。また，限られたリソースを一定の方

向に集約化して活性化を図ろうという努力がみられる。

限られた数の教員をグループ化によって組織としての
研究の活性化の努力が行われており，組織の規模を考慮

すると最善の策であり，高く評価できる。

一部の分野ではあるが，早い人事回転も，本大学の置

かれた立地条件を考えると，特筆すべきである。優秀な
人材を公募で外部から招請する一方で，ここで育った人

材が外部に転出することを躊躇しない。これが研究を活

性化させ，さらに優秀な人材を惹きつけるという好結果

につながっている。

個人及び研究グループの業績の判定結果に基づ◇

く記述
（数理・情報科学領域）

研究水準については，構成員（１９人）の６割弱が優
秀，４割弱が普通，１割弱が要努力。研究の独創性につ

いては，１割弱が極めて高く，７割強が高い。研究の発

展性については，１割が極めて高く，７割弱が高い。

研究水準については，地方大学としての不利な立場に
も関わらず，水準を高く保とうとする努力が見られる。

自己評価書に記されているように，人事のあり方に改善

の余地がある。

（物理学領域）

研究水準については，構成員（１７人）の１割弱が卓

越，３割が優秀，５割強が普通，１割強が要努力。研究
の独創性については，１割強が極めて高く，５割弱が高

い。研究の発展性については，１割弱が極めて高く，６

割弱が高い。

地方に位置する国立大学として役割を果たし，より高
度な研究・教育を目指す努力がなされている。物理学の

諸分野をバランスよくカバーするように教員を配置して

いる。宇宙の構造・進化の研究は特色もあり，高度機器

の開発にも寄与している。しかし，物理学領域の活性度
を高めるためのさらなる努力が必要である。

（化学領域）
研究水準については，構成員（１６人）の１割強が卓

越，６割強が優秀，１割弱が普通，２割弱が要努力。研

究の独創性については，２割弱が極めて高く，６割強が

高い。研究の発展性については，３割強が極めて高く，
５割が高い。

教員の数は，今回の評価対象機関の化学領域の中で最

小である。しかし，生化学関連の教員も含め，教員の専

門のバランスはよい。必ずしもよいとは言えない研究環
境にあって，かなりの数の教員が着実に研究成果をあげ

ている。グループ研究の成果も優れている。助教授全員

が所属する教授とは異なるテーマで研究しており，かな
りの成果をあげていることは，若手教員にとって自分の

力を発揮しうる環境が与えられていることを示してい

る。

分子磁性体，分子強磁性・超伝導体に高い水準の研究
があり，また新しい機能性分子の合成による分子エレク

トロニクスの構築にも高い成果をあげている｡また，ビ

タミンＥなどの天然抗酸化剤の活性と作用機構に関する

研究グループも優れた成果をあげている｡

（生物科学領域）

研究水準については，構成員（１４人）の１割強が優
秀，６割弱が普通，３割弱が要努力。研究の独創性につ

いては，１割弱が極めて高く，５割が高い。研究の発展

性については，７割強が高い。
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瀬戸内海及び河川の生体・環境科学に関する研究や環

境適応に関する研究など地域社会と関係した研究に特色
がある。教員のグループ化が，ある程度研究活動の向上

に有効に働いている部分もみられるが，グループによる

差がある。現在の研究環境を勘案すると，グループ内の

教員の協力体制を強化することによる研究の活性化が必
要である。

（地球科学領域）
研究水準については，優秀及び普通に該当する教員が

いる。研究の独創性については，高いに該当する教員が

いる。研究の発展性については，高いに該当する教員が

いる。
上記の結果となった理由は，平成１３年４月の地球深

部ダイナミクス研究センター（学内共同教育研究施設）

の設置にともなって主力となっていた教員が配置換えに

なったためである。同センター所属の教員も全面的に理
学部及び理工学研究科（理学系）の教育研究に関与して

， 。おり 全体として研究活動のポテンシャルは非常に高い

規模は比較的小さいものの，きわめて特色ある研究活
動を続けている。それを端的に示すのが，早い人材回転

であり，全体として特に地球内部物質科学の分野で大き

な成果をあげてきた。
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４．社会（社会・経済・文化）的貢献

ここでは，対象組織における研究活動の社会的貢献度

について評価し，特記すべき点を「社会（社会・経済・

文化）的貢献での優れた点等について，設定された研究
目的及び目標，教員の構成，組織の置かれている諸条件

に照らした記述」として示している。また，教員及び研

究グループの個別業績を基に社会的貢献の度合いを判定

し，その結果を「個人及び研究グループの業績の判定結
果に基づく記述」として示している。

なお，ここでいう「社会的貢献」の例としては，学術

研究の普及・啓発活動，地域との連携・協力の推進，社
， ，会からの相談・質問への専門的対応 政策形成への寄与

特許等の知的財産の形成，新産業基盤の構築などが想定

されている。

◇社会（社会・経済・文化）的貢献での優れた点

等についての設定された目的及び目標，教員の構

成，組織の置かれている諸条件に照らした記述
理学部及び理工学研究科（理学系）の研究は，長期的

に人類の自然認識を深め，その生存に寄与するものであ

る。自然に対しての人間活動の影響が顕著になりつつあ

る現在では，愛媛県をはじめとする四国の行政機関・教
育機関と連携し，住民や小・中・高の学校生徒・教員に

最新の研究成果と研究の考え方を分かりやすく発信する

とともに，自然及び自然科学に関係する質問などに応え

うる体制を作る 」という目標に沿って，社会的貢献が。
活発に行われている。

毎年，理工学共同で実施している「科学フェスティバ
ル」とともに，理学部独自に「親子のための科学教室」

（ ） 。 ，平成１２・１３年度 を実施した これらの事業では

小学生とその父母を対象として実験施設の見学や種々の

テーマに実験を実施し，大変好評であった。高等学校へ
の出張講義もここ５年ほど継続して実施している 「市。

民講座」の開講 「科学技術相談員」の担当，地域に密，

着した環境問題への取組，愛媛大学芸予地震学術調査団

の結成と報告会の実施，など多様な社会的貢献を行って
いる。また，ネットワーク研究が愛媛地区の活動に活か

されていることは，特筆すべきである。

理学という学問の性格上，直接生産活動に結びつくよ

うな社会的貢献例は少ないが，地方自治体の調査委員，

学術の地域社会への啓蒙活動，技術者の再教育など自然

科学の底上げに大いに貢献している。愛媛大学には全学
， ，の組織として 地域共同研究センターが設置されており

地域産業等との連携が積極的に行われているが，理学部

所属の教員もいくつかのプロジェクトに関与している。

「研究内容及び水準」でも述べたように愛媛大学は，

恵まれた条件とは言えないにも拘わらず全般的に着実に
研究成果があがっており，このような研究成果が地域社

会に積極的に還元されているのも大きな特色である。

しかし，このような活動は，理学部あるいは理工学研

究科（理学系）として組織的に取り組む事業であるにも
関わらず，従来までは分野ごとの自発的な取組に主とし

て依存してきたことが問題点である。今後は，理学全体

としての社会貢献のあり方を明確にし，組織的に取り組
む必要がある。

◇個人及び研究グループの業績の判定結果に基づ

く記述
（数理・情報科学領域）

学術の普及・啓発活動，地域との連携・協力，社会か
らの相談・質問への専門的対応が行われている。

（物理学領域）

市民講座・開放講座等を企画・実行することによっ
て，身の回りの機器に応用されている物理学の成果や最

前線の科学の状況を平易に解説することで，中高校生の

物理学に対する興味を持たせるなど，市民の啓蒙活動が

行われている。

（化学領域）

愛媛大学地域共同研究センターに多くの構成員が科学
， ， ，技術相談員として登録しており エネルギー 材料素材

化学・バイオ・医薬，動植物生産，医学等に関連した相

談及び共同研究に応ずる体制がとられている。地域の理

科教育を担う優秀な中・高校教員を育成し，学術研究の
普及・啓蒙，地域との連帯・協力などに貢献している。

（生物科学領域）

学術研究の普及・啓蒙活動に貢献している。地球規模
の課題の解決としては，河川や瀬戸内海の汚染の解明，

養殖業に関わる環境調査などによる地域社会への貢献は

特筆すべきである。

（地球科学領域）

平成１３年３月２４日に発生した芸予地震に関して，

発震のメカニズム，液状化，被害状況と地形や地質構造
との関連等について学術調査研究の中心的役割を担っ

た。平成１３年６月に愛媛大学芸予地震学術調査団中間

報告会「芸予地震から何を学んだか」が開催され，地域

社会へ自然災害現象の研究面からの啓蒙活動や安全対策
などの提言を行った。また，学術シンポジウムでは，地

球内部の水，全地球内部３次元構造，海砂と砂堆につい

て研究成果が市民向けに報告され，地球科学の普及活動
がなされた。
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５．研究の質の向上及び改善のためのシステム

ここでは，対象組織における研究活動等について，そ

れらの状況や問題点を組織自身が把握するための自己点

検・評価や外部評価など 「研究の質の向上及び改善の，
ためのシステム」が整備され機能しているかについて評

価し，特記すべき点を「特色ある取組・優れた点 「改」

善を要する点・問題点」として示し，システムの機能の

程度を「機能の状況（水準 」として示している。）

◇特色ある取組・優れた点
５年ごとに「教育・研究活動の歩み」を刊行し，定期

的に研究活動の状況などを自己点検・評価し，学内外に
公表している。また，平成１２年度には，組織・運営，

教育への取組，研究活動，国際交流，社会との連携の５

点について，外部評価を実施し 『愛媛大学理学部外部，

評価報告書』を公表した。これらについては，学内各組
織のみならず，文部科学省はじめ全国の国立大学等にも

配布されている。また，関係の公立・私立大学にも配布

されている。さらに，地方公共団体，報道関係者，中四

国の国立高等専門学校にも配布されている。
この結果，愛媛大学の活動が地域のマスコミ等に取り

上げられる機会も多い。また，地域産業との連携や地域

社会に対する啓蒙活動も非常に活発に行われており 地，「
域社会に根づいた大学」という特色が明確である。

また，ホームページが開設されており，研究グループ

毎の情報がかなり充実しつつあることが窺われる。しか
しながら，理学部全体あるいは大学院理工学研究科（理

学系）全体の構造が整理されておらず，さらなる充実を

期待したい。現在のホームページは，主として受験生を

対象とした愛媛大学理学部案内が中心となっており，大
学受験生のアクセスが多い。現在，受験生を対象とする

方針は変更せずに，さらに広く学外者が利用しやすい様

なホームページの改編作業が進行している。

自己点検・評価委員会では，過去５年間は学生による

授業評価等，学部教育内容の改善に力を注いできた。今

後は，理学部及び理工学研究科（理学系）の研究目的や
目標に沿った研究体制及び研究支援体制の整備，その整

備によって研究活動の更なる活性化という観点からの点

検・評価を期待したい。

◇改善を要する点・問題点
外部評価書の実施 「教育・研究活動の歩み」の定期，

的な発行など限られた数の教員スタッフでの努力は高く

評価できる。しかしながら，これらの評価結果を次なる
改善に結びつけるシステムが見当たらない。

色々な方策を試行しようとする努力は評価できるが，

その作業・活動の追跡調査の体制が不充分であり，改善

の努力が組織の全構成員に浸透していない原因となって
いる。

以上から，学部・研究科全体のみならず学科・専攻レ

ベルでも種々の評価資料や諸活動の追跡調査の結果を組

織的に集積しておく体制を構築し，それらを分析しフ
ィードバックする体制を構築する努力が必要である。

◇機能の状況（水準）
向上及び改善のためのシステムがおおむね機能してい

るが，改善の余地もある。
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Ⅳ 評価結果の概要

１）研究体制及び研究支援体制

機器分析センター，沿岸環境科学 センター，地球研究

深部ダイナミクス研究センターなど学内共同利用施設が

理学部及び理工学研究科（理学系）全体の研究の質の向
上に貢献している。

新規教員人事について，公募制による人事が実施され

ていることは高く評価できる。しかしながら，欠員を補

充するという考え方が依然として色濃く残っている分野
もあり，学問分野の発展に対応した教員人事を行う工夫

が必要である。

「基礎環境科学」研究グループの設置は，既存の学問

分野間で横断的な協力体制で環境問題に取り組もうとす
るプロジェクトであり，高く評価できる。

理学系と工学系の融合による新しい研究分野の開拓に

ついては，まだ明確なものがみられない。また，新しい
建物の建設の努力と同時に，限られたスペースを有効に

利用するための調整が必要である。

以上のようなことから，目的及び目標の達成におおむ

ね貢献しているが，改善の余地もある。

２）諸施策及び諸機能の達成状況

理学系各分野の研究プロジェクトを「基礎自然科学」
分野と「基礎環境科学」分野に大別し，グループ化する

取組は特筆すべきである。特に，生命体の地球上での長

期生存に関連する研究テーマを中心におく後者のプロジ
ェクトは，２１世紀の世界にとって重要な問題であり，

今後の発展を期待したい。

限られた数の教員をグループ化によって組織としての

研究の活性化の努力が行われており，組織の規模を考慮
すると最善の策であり，高く評価できる。一部の分野で

はあるが，早い人事回転も，本大学の置かれた立地条件

を考えると，特筆すべきである。
国際交流については積極的に行われており，国外での

研究活動は活発であるが，留学生・若手研究者の受け入

れはもっと積極的に行う努力が必要である。

以上のようなことから，目的及び目標がおおむね達成
されているが，改善の余地もある。

３）研究内容及び水準

愛媛大学は，四国内では最も総合性を備えた大学では

あるが，地理的条件には大きな制約がある。このような

必ずしも恵まれたとは言い難い研究環境下にあって，全
般的に着実に研究成果があがっているものと判断でき

る。科学研究費の採択率，奨学寄附金や産学連携等研究

費の獲得も努力の成果がみられる また 限られたリソー。 ，

スを一定の方向に集約化して活性化を図 うという努力ろ
は評価できる。

４）社会（社会・経済・文化）的貢献

「各研究領域における研究成果を地域，日本，世界に

常時公開し，発信する。また，愛媛県をはじめとする四

国の行政機関・教育機関と連携し，住民や小・中・高の
学校生徒・教員に最新の研究成果と研究の考え方を分か

りやすく発信するとともに，自然及び自然科学に関係す

る質問などに応えうる体制を作る 」という目標に沿っ。

て，社会的貢献が活発に行われている。
「科学フェスティバル 「親子のための科学教室 ，」， 」

高等学校への出張講義の実施など青少年の「理科離れ」

の防止に寄与している 「市民講座」の開講 「科学技術。 ，
相談員」の担当，地域に密着した環境問題への取組，愛

媛大学芸予地震学術調査団の結成と報告会の実施，など

多様な社会的貢献を行っている。

また，ネットワーク研究が愛媛地区の活動に活かされ
ていることは，特筆すべきである。

５）研究の質の向上及び改善のためのシステム

「教育・研究活動の歩み」を定期的に刊行し，研究活

動の状況などを自己点検・評価し，平成１２年度には，

組織・運営，教育への取組，研究活動，国際交流，社会
との連携について，外部評価を実施した。外部評価書の

実施 「教育・研究活動の歩み」の定期的な発行など限，

られた数の教員スタッフでの努力は高く評価できる。し

かしながら，これらの評価結果を次なる改善に結びつけ
るシステムが見当たらない。

ホームページが開設されており，研究グループ毎の情

報がかなり充実しつつあることが窺われる。しかしなが
ら，理学部全体あるいは理工学研究科（理学系）全体の

構造が整理されておらず，さらなる充実を期待したい。

色々な方策を試行しようとする努力は評価できるが，

その作業・活動の追跡調査の体制が不充分であり，改善
の努力が組織の全構成員に浸透していない原因となって

いる。

以上のようなことから，向上及び改善のためのシステ

ムがおおむね機能しているが，改善の余地もある。
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Ⅴ 意見の申立て及びその対応

当機構は，評価結果を確定するに当たり，あらかじめ当該機関に対して評価結果を示し，その内容が既に提出されて

いる自己評価書及び根拠資料並びにヒアリングにおける意見の範囲内で，事実関係から正確性を欠くなどの意見がある
場合に意見の申立てを行うよう求めた。機構では，意見の申立てがあったものに対し，その対応について大学評価委員

会等において審議を行い，必要に応じて評価結果を修正の上，最終的な評価結果を確定した。

ここでは，当該機関からの申立ての内容とそれへの対応を示している。

申立ての内容 申立てへの対応

【 】 研究体制及び研究支援体制評価項目

【 】 新規教員人事について，一部の学科では 【 】 文章を以下のとおり修正した。評価結果 対応

あるが，公募制による人事が実施されていることは高く 『新規教員人事について，後述の「改善を要する点・

評価できる。 問題点」において言及する点は残っているが，公募制に

よる人事が実施されていることは高く評価できる 』。
【 】 「新規教員人事について，公募制による人事意見

が実施されていることは高く評価できる 」と評価結果 【 】 「一部の学科ではあるが」の部分の内容は。 理由

欄のアンダーライン部分を削除願いたい。 一部の学科を高く評価するという趣旨ではなく，逆説的

に一部の学科に後述の「改善を要する点・問題点」で言
【 】 「新規教員人事」とは，欠員を補充する方法 及する指摘点があるという趣旨で記述したものである理由

として，学外等から新たに教官を採用等して受け入れる が，趣旨が明確になっていないため，修正した。

場合を指していると解釈できるので，この場合はすべて
公募しており 事実と異なるため 評価結果欄のアンダー， ，

ライン部分を削除願いたい。

ただし，この際に，既に下位ポストに採用等している

場合は，学外等から新たに教官を受け入れることはでき
ないので，昇任人事を行うことになる。この昇任人事を

含めて「新規教員人事」と表現される場合でも，すべて

の学科が同様であり 「一部の学科ではあるが 」とい， ，

う表現には当たらない。
したがって この場合は 例えば評価結果欄のアンダー， ，

ライン部分を「定員を下位ポストに流用している場合を

除き， 」などに修正願いたい。
なお，ヒアリング時に提出させていただいた過去５年

間の採用状況を示す資料のうち 「学内 「学外」の別， 」，

を○印で示している欄については，公募方法を示してい

るものではなく，元の所属を示したものであることを申
し添える。

【 】 社会（社会・経済・文化）的貢献評価項目

【 】 毎年，理工学共同で実施している「科学 【 】 申立てのとおり，修正した。評価結果 対応

フェスティバル」の一環として 「子供のための科学教，

室 平成１２・１３年度 を実施した この事業では 【 】 提出された自己評価書に誤りがあったため。」（ ） 。 ， 理由
小学生とその父母を対象として実験施設の見学や種々の

テーマに実験を実施し，大変好評であった。
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申立ての内容 申立てへの対応

【 】 評価結果欄のアンダーライン部分を次に示す意見
アンダーライン部分のとおり修正願いたい。

毎年，理工学共同で実施している「科学フェスティバ

ル」とともに，理学部独自に「親子のための科学教室」

（ ） 。 ，平成１２・１３年度 を実施した これらの事業では
小学生とその父母を対象として実験施設の見学や種々の

テーマに実験を実施し，大変好評であった。

【 】 本学が提出した自己評価書２７ページに記載理由
した文章の一部に間違いと不十分な表現がありました。

意見欄に記載のとおり 「親子のための科学教室」が，

正しく，また，それは理工学で共同実施ではなく，理学
部独自に実施しており，事実と異なるため，修正願いた

い。
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(別添資料)
理学系研究評価における研究水準の判定基準等について

理学系の研究分野は，非常に広範にわたっており，生命現象を含めた自然現象を解明する基盤を担っている。したが
って，理学系の中では研究水準を判定する方法は研究領域によって多様であり，理学系全体として統一した判定方法を
用いることは非常に困難であった。この多様性が理学系研究の特色であり，理学系の研究全体を発展させてきたと言え
るので，それを活かしつつ判定を行うための共通な基準の設定は今後の課題である。
今回の理学系研究評価にあたって，各領域では表のような判定基準を用いた。領域によって判定水準に差異があるこ
とから，示された水準の割合を領域間で相対的に比較することは意味をもたないことに留意されたい。また，同様の理
由により，研究水準の判定結果について，対象組織全体の割合は示さなかった。
「独創性」及び「発展性」の判定は，基本的には，理学系では研究水準が「卓越」と判断された者は，独創性・発展
性は「極めて高い」とし，研究水準が「優秀」と判断された者は独創性・発展性は「高い」とした。研究水準は既に発
表され確立した業績でもって判断した。しかしながら，現段階では必ずしも発表された業績が十分ではなくとも，研究

，「 」 「 」 。 ，内容に独創性・発展性がみられる者については 極めて高い あるいは 高い と判断した これらの項目についても
研究水準の判定と同様に，各領域ごとの割合は示したが，対象組織全体の割合は示さなかった。
今回の「社会的貢献」については，提出された個々の資料だけで貢献の大きさを判断することが困難なものが多数で
あったので，割合を示すことはしないで，貢献活動の特色を記述した。

卓 越 優 秀 普 通 要努力

その分野の，世界の研究者達の広 国際会議で招待講演を行うなどの 過去５年間にレフェリーのある国 普通の基数
くから名を知られ，かつその分野 国際的に目立った研究活動を行っ 際雑誌に適当数の論文を発表する 準に達し理

， 。・ の世界における指導者の一人とし て 「普通」のレベルを越えてい などの活躍をしている。ここで， ないもの
て十分に敬意を払われているよう る場合。 指導した学生が学位論文を発表し情
な存在である。 た場合も指導のもとに得られた成報

果は研究活動の一部とみなす。科
学

優れた研究成果を発表しており， 活発な研究活動をしていることが 評価対象期間の過去５年間に一定 普通の基物
国際会議における招待講演などを 認められ，国際的に評価の高い学 の水準を満たす研究成果を発表し 準に達し

。理 参考にして判断したとき，国際的 術雑誌に恒常的に多数の研究成果 ており，国立大学等の教官として ないもの
に注目度の高い研究活動をしてい を発表しているか，それと同等と 充分な研究活動を行っていると認
ると認められるレベルに達してい 判断されるレベルに達しているも められるレベルに達しているも学
るもの。 の。 の。

国際的なレベルで注目される優れ 優れた研究を行っており，当該分 研究内容・水準において充分優れ 普通の基化
た研究をしている。例えば，国際 野で活動が多くの研究者に認知さ ているとは言えないものの，一定 準に達し

。学 会議での招待講演を比較的高い頻 れているものの，国際的レベルで の研究活動を行っている。論文の ないもの
「 」 。度で行ったり，当該分野で一流の 見た場合，その活動が「卓越」に 質・数の点で 優秀 に及ばない

国際学術雑誌あるいは進歩総説シ 及ばない。その研究成果は論文と
リーズなどに研究成果の総説の執 して定常的に学術誌に発表されて
筆の招待を受けている。 いる。

その研究業績が国際的に非常に高 その研究業績が高い水準・内容を 対象期間である５年間にわたって 普通の基生
く評価され，国際的に当該専門分 もち，当該専門分野において国際 恒常的にレフリー付き学術雑誌に 準に達し

。物 野をリードする立場にあるもの。 的に認められているもの。 論文を発表し，当該分野において ないもの
専門家として十分貢献しているも
の 「恒常的」の意味は，５年間科 。
で１０報程度を目安とするが，こ
の数は専門分野によって多少差は学
ある。

国際的な学術誌に年間数報以上の 国際的な学術誌に年間１報以上研 定常的に研究活動を行なってお 普通の基地
研究論文を公表し，国際学会で受 究論文を公表しており，国際的な り，一定水準をみたす（査読のな 準に達し

。球 賞する，基調講演や特別講演を行 学会や研究会・国際会議において い紀要，年報等を含む）研究論文 ないもの
うなど，国際的に業績が高く評価 発表し，その研究活動が国際的に を年間１報以上公表している。
されている。 認知されている。あるいは国内の科

学会賞の受賞や特別講演を行なう
など，その業績が国内において高学
く評価されている。

一流の国際学術専門誌 上位数誌 国内外のレフェリー付きの学術専 定常的な研究活動に従事し，内容 普通の基天 （ ）
に恒常的に論文を発表，また国際 門誌に論文をほぼ恒常的に発表 は地味でも着実な成果を上げてい 準に達し文

。・ 会議などで招待講演を行い，組織 し，国際会議，学会，研究会など る。 ないもの
委員を務めるなど国際的に高い評 において積極的に活躍している。宇
価を得ている。国内的には，活発 また，プロジェクト研究などでそ宙
な学会，研究会活動をおこない， の遂行に大きな役割を果たしてい科
当該分野の学問研究をリードし， る。学
その発展に大きな貢献をしてい
る。


